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NY マーケットレポート（2019 年 11 月 13 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 

 

主要な米経済指標の結果 

消費者物価指数（前月比） 0.4％（予想 0.3%・前回 0.0%） 

消費者物価指数（前年比） 1.8％（予想 1.7%・前回 1.7%） 

消費者物価指数[コア]（前月比） 0.2％（予想 0.2%・前回 0.1%） 

消費者物価指数[コア]（前年比） 2.3％（予想 2.4%・前回 2.4%） 

10 月の米消費者物価指数は、前月比・前年比で市場予想を上回る結果となった。2 ヵ月連続のマイナス

だったエネルギーが大きくプラスに転じたことが影響した。ただ、前年比ベースのコア指数は予想を下

回る結果となった。前月比の品目別では、エネルギーが+2.7％（前月-1.4％）、サービスが+0.3％（+0.2％）、

食品・飲料が+0.2％（+0.1％）、居住費が+0.2％（+0.3％）だった。 

 

データを基に SBILM が作成 
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データを基に SBILM が作成 

 

 

パウエル FRB 議長の議会証言での発言 

 

・経済が軌道維持する限り現行政策は適切 

・景気悪化の時には財政政策による支援が重要に 

・基本的な見通しは良好、ただ留意すべきリスクもある 

・政策はデータに依存しており適切に機能している 

・FRB は政治的な要因で政策を判断していない 

・現時点でマイナス金利は適切ではない 
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ダウ平均、S&P500 はともに過去最高値を更新  

米株式市場は、米中通商協議への警戒感を背景に、主要株価指数は序盤から軟調な動きとなった。その

後、定額の動画配信サービスが好調だったことで娯楽・メディア大手が大幅上昇となったことが全体を

押し上げた。ダウ平均株価は、序盤から軟調な動きとなり前日比 104 ドル安まで下落した。その後は堅

調な動きとなり、一時 114 ドル高まで上昇する場面もあり 92 ドル高で終了、最高値を更新した。一方、

ハイテク株中心のナスダックは 3 ポイント安で終了したが、S&P500 は 2 ポイント高となり、過去最高値

を更新した。

 

データを基に SBILM が作成 

 

データを基に SBILM が作成 
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ドル円・クロス円は底固い動き 

NY 市場では、米中通商協議への警戒感が根強いことに加え、香港情勢への懸念の高まりを背景に、ドル

円・クロス円が軟調な動きとなった欧州市場の流れを引き継ぎ、序盤から上値の重い動きとなった。更

に、10 月の米消費者物価指数が予想を上回る結果となったものの、前年比ベースのコア指数が低下した

ことに加え、米主要株価指数が序盤から軟調な動きとなったこともあり、ドル円・クロス円は軟調な動

きとなった。ドル/円は、一時 108.66 まで下落した。その後は、パウエル FRB 議長の米上下両院合同経

済委員会での議会証言で「経済が軌道を維持する限り現行政策は適切」としたことで、当面金利は据え

置かれる可能性が高いと受け止められたこともあり、ドルは底固い動きとなった。ただ、米中通商協議

で農産物の購入を巡り難航しているとの報道などを受けて、再びドル/円は 108.66 まで下落する場面も

あった。終盤にかけて、ダウ平均、S&P500 が史上最高値を更新する動きとなったこともあり、ドル円・

クロス円はやや底固い動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


